
 

 

地域包括ケア推進計画（高齢者保健福祉計画・第 10期介護保険事業計画）の策定に向けた地域

課題の取組について 

 

第９期事業計画期間中の地域課題に対する取組状況及び各個別地域ケア会議や地域連絡会等に

て出された課題を踏まえ、第 10 期事業計画期間中に取り組むべき地域課題を以下のとおり取り

まとめる。 

 

＜総論＞ 

 昭島市高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画では、「認知症関連施策の推進」「地域におけ

る見守り及び生活支援の仕組みづくり」「活動の場の充実」「相談窓口の利用促進」「多職種連携の仕組

みの構築」の５項目を地域課題として掲げ、各種取組を進めてきた。また、個別地域ケア会議や地域

連絡会を開催する中で、これら地域課題の現状や新たな課題の把握に努めてきたところである。 

次期計画となる地域包括ケア推進計画（昭島市高齢者保健福祉計画・第 10 期介護保険事業計画）

の策定にあたり、第９期事業計画から継続して取り組むべき地域課題については、引き続き積極的に

事業を展開していくとともに、新たな地域課題についても分析を行い、第 10 期事業計画において取

り組むべき地域課題を設定する。 

また、第 10 期事業計画期間中には日本の高齢化率が３割を超える推計となっており、高齢化が一

層進展する中で、高齢者が住み慣れた地域で、安心して日常生活を送ることができるよう、様々な地

域課題の解決に努め、これまで構築を進めてきた地域包括ケアシステムをさらに深化・推進していか

なければならない。 

加えて、目まぐるしく社会変容する中で、デジタル・デバイド対策などについても課題を的確に捉

え、各種取組を効果的に展開していく必要がある。 

以上を踏まえた上で、第 10 期事業計画期間において取り組むべき地域課題を次の５項目に分類す

る。 

なお、いずれの地域課題も各地域での個別地域ケア会議や地域連絡会において課題把握と検討が行

われていることから、全地域共通の課題として一体的に取組を推進していく。 

 

 １．認知症関連施策の推進 

 ２．地域において自立した生活を送れるための支援 

 ３．社会的つながりができる場の充実 

 ４．相談窓口の利用促進とデジタル支援を通じた情報提供 

 ５．多職種連携の推進 

 

 ＜第 10期事業計画期間中に取組むべき地域課題＞ 

１．認知症関連施策の推進 

認知症高齢者人口の増加が見込まれる中、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って住み慣れ

た地域で暮らすことができるよう、認知症施策を総合的かつ計画的に推進する認知症施策推進計画

を策定し、これまで実施してきた様々な取組を体系的かつ継続して取り組むこととし、共生社会の

実現のために必要な支援の充実に努める。 

資料 １－２ 



 

 

必要と思われる社会資源 

・認知症について気軽に相談できる機関等 

・認知症に関する正しい知識を幅広く市民に普及啓発する仕組み 

・認知症サポーター養成講座の拡大と受講後のサポーターが活躍できる場の創出 

・認知症の方を地域で見守り支える体制 

・認知症当事者とその家族を支援する仕組み 

 

２．地域において自立した生活を送れるための支援 

高齢者の住み慣れた地域での自立した生活の推進は、健康寿命の延伸や在宅生活の継続に繋がり、

高齢者自身の尊厳と生活の質を守ることに繋がる。サロンやボランティアの活用を通じて外出機会

の促進、在宅生活へのサポート等引き続き高齢者の生活支援の仕組みづくりに努める。 

必要と思われる社会資源 

・外出支援（集いの場への促進） 

・在宅生活へのサポート（移動スーパー、サロンの充実） 

・地域における見守り活動 

・生活支援コーディネーターによる住民主体サービスの立ち上げ 

 

３．社会的つながりができる場の充実 

社会的つながりや活動は高齢者の介護予防の促進につながる。高齢者の多様なニーズを捉えた活

動の場の充実に向けた支援に継続して取り組む。また、高齢者が活躍できる場として就労やボランテ

ィア活動に繋がる仕組みづくりを推進する。 

必要と思われる社会資源 

・多種多様なサロンの充実 

・就労活動やボランティアとして活動する場の充実 

・日常生活支援総合事業の充実 

・フレイル予防のための体操する場の充実 

 

４．相談窓口の利用促進とデジタル支援を通じた情報提供 

引き続き、各地域に設置している相談窓口について、更なる周知啓発に努めるとともに、利用促

進のための取組を進める。また高齢者へのデジタル支援を行い、誰もが必要な情報をいつでも受け取れ

るよう努める。 

必要と思われる社会資源 

・医療機関や病気に関する相談窓口 

・生活困窮に関する相談窓口 

・相談窓口の普及啓発 

・SNSを通じた情報提供の促進とデジタル・デバイド対策（スマホ教室） 

 

５．多職種連携の推進 

重層的な問題を抱える家庭への対応など、様々な状態にある高齢者を支えるため、医療、介護を

はじめとした各分野による横断的な連携体制の推進に引き続き努める。 

必要と思われる社会資源 

・医療と介護の連携 

・生活支援コーディネーターの活用 

・児童、障害、高齢等の枠を超えた体制作り、複合的な課題に対応できる体制整備 

・地域の連携体制の構築 

 


